
令和７年度草津市省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市長と愛する地球のために約束する草津市条例（平成１９年草

津市条例第３５号）第４条に規定する協定（以下「愛する協定」という。）を締結

し、脱炭素の取組を始めようとする中小企業の支援、災害時における代替エネルギ

ーの確保等のため、予算の範囲内において、草津市省エネ・再エネ等設備導入加速

化補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、

草津市補助金等交付規則（昭和５９年草津市規則第１１号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるとこ

ろによる。 

(1) 大企業 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項に規

定する中小企業者以外の企業であって、次のいずれにも該当しない者をいう。 

ア 中小企業投資育成株式会社法（昭和３８年法律第１０１号）に規定する中小

企業投資育成株式会社 

イ 廃止前の中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法（平成７年法

律第４７号）に規定する指定支援機関と基本約定書を締結した者 

ウ 投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成１０年法律第９０号）に規定

する投資事業有限責任組合 

(2) 中小企業者等 中小企業等経営強化法第２条第２項に規定する中小企業者等そ

の他法人格を有する民間事業者のうち、次のいずれにも該当しない者をいう。 

ア 発行済株式の総数または出資価額の総数の２分の１以上を同一の大企業が所

有している事業者 

イ 発行済株式の総数または出資価額の総額３分の２以上を大企業が所有してい

る事業者 

ウ 大企業の役員または職員を兼務する者が役員総数の２分の１以上を占めてい

る事業者。 

(3) ファイナンスリース 「リース期間中に契約解除できないこと」および「借手



が、当該資産に係る費用全て負担する義務を負うこと」という２つの条件を満た

すリース契約のことをいう。 

(4) 需要家 その施設等に補助対象者が太陽光発電設備等を補助対象者の費用によ

り設置し、所有・維持管理をした上で、当該太陽光発電設備等から発電された電

力を供給される契約を結んだ者をいう。 

(5) オンサイトＰＰＡ 太陽光発電設備等の所有者である事業者が、需要家の施設

等に太陽光発電設備等を当該補助事業者の費用により設置し、所有・維持管理を

した上で、当該太陽光発電設備から発電された電力を当該需要家に供給する契約

のことをいう。 

(6) 指定避難所等 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）の規定に基づ

き、市から指定避難所または福祉避難所に指定された施設のことをいう。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、令和

７年度滋賀県産業支援プラザ省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金交付要領（以

下、「滋賀県要領」という。）に基づく補助金（以下「滋賀県補助金」という。）

の交付を受けた、省エネ設備、太陽光発電設備等またはその他再エネ等設備を市内

の事業所等に導入する事業とする。 

２ 補助対象経費は、別表第１に定める経費であって、必要かつ適当と認める経費と

する。 

３ 補助金の額は、別表第２から別表第４に定めるとおりとする。 

４ 補助対象設備および補助要件等は、別表第５および別表第６に定めるとおりとす

る。 

５ 補助対象設備ごとに補助対象経費の総額が６０万円を下回る事業については、補

助対象としない。 

（補助対象者） 

第４条 補助対象者は、補助対象事業を実施する者で、次のいずれにも該当する者で

あって、対象設備ごとに別表第７の要件を満たす者とする。 

(1) 市長と愛する協定を締結している者 

(2) 市税に滞納がない者および事業活動において関係法令等の規定に基づく許認可



等の必要な手続きを完了している者 

(3) 補助対象事業を実施しようとする事業所等について、過去に省エネ診断の実績

のある法人等のエネルギー管理士等の有資格者による省エネ診断を受けた事業

者、または受けようとする事業者（ただし、過去１年間にエネルギー使用の実績

がなく省エネ診断を受ける事ができない場合およびファイナンスリースまたはオ

ンサイトＰＰＡにより太陽光発電設備等を導入する場合はこの限りでない。） 

(4) 事業者またはその役員等（事業者が法人の場合にあっては役員および支配人な

らびに営業所等の代表者、個人にあっては営業所等の代表者をいう。）が次のい

ずれにも該当しない者 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下この号において「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を与

える目的をもって、暴力団または暴力団員を利用している者 

エ 暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与するな

ど、直接的もしくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、または関与してい

る者 

オ 暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ アからオまでのいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当

に利用するなどしている者 

キ イからカまでに掲げる者が、その経営に実質的に関与している者 

（補助金の交付条件） 

第５条 補助金の交付は、この補助金により取得し、または効用の増加した財産（以

下「取得財産等」という。）を、補助対象事業の完了後も善良なる管理者の注意を

もって管理するとともに、その効率的な運用を図ることを条件とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 規則第３条第１項に規定する補助金の交付の申請は、同項の規定にかかわら

ず、草津市省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金交付申請書（兼実績報告書、交



付請求書）（別記様式第１号。以下「補助金交付申請書」という。）に、別表第８

に掲げる書類を添えて、令和８年３月３１日までに市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の交付等の決定） 

第７条 市長は、前条に規定する書類の審査および公益財団法人滋賀県産業支援プラ

ザ（以下「支援プラザ」という。）が滋賀県要領第１１条に基づき交付した滋賀県

補助金額の確定通知書の確認等により、補助金を交付すべきと認めたときは、規則

第６条の規定にかかわらず、草津市省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金交付決

定通知書兼額の確定通知書（別記様式第２号）により通知するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を行わないことを決定したときは、草津市省エネ・再エネ

等設備導入加速化補助金不交付決定通知書（別記様式第３号）により通知するもの

とする。 

（補助金の実績報告） 

第８条 補助金の実績報告は、規則第１３条の規定にかかわらず、前条第１項の交付

の決定があった場合、補助金交付申請書の提出によってなされたものとみなす。 

（補助金の額の確定通知） 

第９条 規則第１４条に規定する補助金等の額の確定通知は、第７条第１項に規定す

る決定の通知によってなされたものとみなす。 

（補助金の交付請求） 

第１０条 補助金の交付請求は、規則第１６条第１項の規定にかかわらず、第９条の

額の確定があった場合、補助金交付申請書の提出によってなされたものとみなす。 

２ 補助金の交付を受けることができる回数は、同一の事業者につき１回とする。 

（補助金の取消し等） 

第１１条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者または補助金の交付を受けた者が

次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決定を取り消し、

または交付の決定を取り消した上、既に交付した金額の全部または一部の返還を求

めるものとする。 

(1) この要綱および規則に違反したことにより市長の指示を受け、この指示に従わ

ないとき。 



(2) 補助事業の内容がこの要綱の規定を満たさない事実が明らかになったとき。 

(3) 補助事業に関して不正、怠惰その他不適当な行為があったとき。 

(4) 前３号に掲げる場合のほか、交付決定後に生じた事情の変更により、補助事業

の全部または一部を継続する必要がなくなったとき。 

（補助金の経理等） 

第１２条 補助事業者は、補助金の収入および支出を記載した帳簿を備え、経理の状

況を明確にしておかなければばらない。 

２ 補助事業者は、前項の帳簿および証拠書類を当該補助事業の完了後５年間保存し

なければならない。 

（検査等） 

第１３条 市長は、補助事業者に対し、補助事業に関し必要な指示をし、報告を求

め、または検査することができる。 

（事業効果の報告） 

第１４条 補助事業者は、支援プラザに提出した事業効果報告書（別記様式第８号）

の写しを市長に提出するものとする。 

２ 市長は、事業の効果を把握しようとするときは、前項の規定によらず補助事業者

に対し報告を求めることができる。 

（取得財産等の処分の制限） 

第１５条 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵

省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間において、補助対象事業

に係る取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、または担保に供してはならない。ただし、あらかじめ草津市省エネ・再エネ等

設備導入加速化補助金財産処分承認申請書（別記様式第４号）を市長に提出し、そ

の承認を受けた場合は、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定により承認を受けた補助事業者に対し、当該承認に係る取得

財産等の処分により収入があったときは、その収入の全部または一部を市に納付さ

せることができる。 

（データ等の提供） 

第１６条 市長は、第１条の規定による目的に必要な範囲において、補助対象者に対



し、省エネ・再エネ等設備の普及に資するデータ等の提供または現地調査の実施を

求めることができる。 

２ 補助対象者は、市長が前項の規定によるデータ等の提供または現地調査の実施を

申し出た場合は、これに協力するよう努めなければならない。 

 （補助事業の公表） 

第１７条 市長は、補助事業内容や効果等を公表することができる。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施に必要な事項は、市長が定め

る。 

付 則 

この要綱は、令和７年６月１日から施行し、令和７年度の事業から適用する。



別表第１（第３条第２項関係） 

備考 

 １ 消費税および地方消費税は対象外とする。 

２ 国もしくは国の関連団体から補助金の交付を受けるまたは受けようとするとき

は、補助対象経費から当該補助金の交付（予定）額を除く。 

 

 

別表第２（第３条第３項関係） 

項 目 内  容 

補助金額 

 

１ 省エネ設備 

補助対象経費に３分の１を乗じて得た額と別表第３に定める補助限度

額のいずれか小さい額とする。（千円未満切り捨て） 

  

２ 太陽光発電設備等およびその他再エネ等設備 

補助対象経費に３分の１（指定避難所等は２分の１）を乗じて得た額

と別表第３に定める設備ごとの補助限度額のいずれか小さい額とする。

（千円未満切り捨て） 

区 分 内 容 備 考 

本工事費 

 

補助対象事業の実施に必

要な工事に要する経費 

１ 建屋は補助対象外とする（ただし、小

水力発電の場合を除く。）。 

２ 既存構築物および設備の撤去費は補助

対象外とする（ただし、対象設備の導入

に直接必要な経費を除く。）。 

３ 土地造成、整地および地盤改良工事に

準じる基礎工事は補助対象外とする（た

だし、機械基礎に係る必要不可欠な工事

は対象とする。）。 

付帯 

工事費 

 

本工事に付随する必要最

小限度の範囲内の工事に

要する経費 

設備費 

 

補助対象事業の実施に必

要な機械装置等の購入、

製造、据付に要する経費 

 土地の取得および賃借料（リース代）は

補助対象外とする。 



別表第３（第３条第３項関係） 

対象設備 
補助限度額 

中小企業者等 指定避難所等 

省エネ設備 

以下のいずれか小さい額 

１ １００万円 

２ 補助事業による事業所全体の

エネルギー使用量（別表第４に

掲げるエネルギー種別ごとの換

算係数を使用して算出したも

の）の削減量（GJ）に１万円を乗

じて得た額 

 

太陽光発電＋蓄電池 

発電出力１kW あたり７万円を乗じ

て得た額（上限２１０万円（既設太

陽光発電設備において、パワーコ

ンディショナーに自立出力機能が

なく、自立出力付きのパワーコン

ディショナーに更新し、蓄電池を

導入する場合は上限１２０万円）） 

発電出力１kW あたり１０万円を乗

じて得た額（上限３００万円（既設

太陽光発電設備において、パワー

コンディショナーに自立出力機能

がなく、自立出力付きのパワーコ

ンディショナーに更新し、蓄電池

を導入する場合は上限１８０万

円）） 

太陽光発電 
発電出力１kW あたり４万円を乗じ

て得た額（上限１２０万円） 
 

風力発電 １００万円 １５０万円 

小水力発電 ２００万円 ３００万円 

バイオマス発電 ２００万円 ３００万円 

太陽熱利用 ２００万円 ３００万円 

バイオマス熱利用 ２００万円 ３００万円 

地中熱利用 ２００万円 ３００万円 

下水熱利用 ２００万円 ３００万円 

その他熱利用 １００万円 １５０万円 

バイオマス燃料製造 １００万円 １５０万円 

ガスコージェネレーション ２００万円 ３００万円 

燃料電池 ２００万円 ３００万円 

蓄電池単体 
蓄電容量１kWh あたり５万円を乗

じて得た額（上限５０万円） 

蓄電容量１kWh あたり７万円を乗

じて得た額（上限７５万円） 

次世代自動車＋Ｖ２Ｈ  １００万円 

Ｖ２Ｈ単体 １０万円  

備考 中小企業者等、指定避難所等については、補助対象者がＰＰＡ事業者またはリース

事業者の場合、需要家を指す 

 

 



別表第４（第３条第３項関係） 

エネルギーの種類 
単位発熱量 

数値 単位 

燃 

料 

お 

よ 

び 

熱 

原油（コンデンセートを除く。） ３８．３ GJ/kl 

原油のうちコンデンセート（NGL） ３４．８ GJ/kl 

ガソリン ３３．４ GJ/kl 

ナフサ ３３．３ GJ/kl 

灯油 ３６．５ GJ/kl 

軽油 ３８．０ GJ/kl 

Ａ重油 ３８．９ GJ/kl 

Ｂ・Ｃ重油 ４１．８ GJ/kl 

石油アスファルト ４０．０ GJ/t 

石油コークス ３４．１ GJ/t 

石油ガス 
液化石油ガス（LPG） ５０．１ GJ/t 

石油系炭化水素ガス ４６．１ GJ/千 m3 

可燃性 

天然ガス 

液化天然ガス（LNG） ５４．７ GJ/t 

その他可燃性天然ガス ３８．４ GJ/千 m3 

輸入原料炭 ２８．７ GJ/t 

コークス用原料炭 ２８．９ GJ/t 

吹込用原料炭 ２８．３ GJ/t 

輸入一般炭 ２６．１ GJ/t 

国産一般炭 ２４．２ GJ/t 

輸入無煙炭 ２７．８ GJ/t 

石炭コークス ２９．０ GJ/t 

コールタール ３７．３ GJ/t 

コークス炉ガス １８．４ GJ/千 m3 

高炉ガス ３．２３ GJ/千 m3 

発電用高炉ガス ３．４５ GJ/千 m3 

転炉ガス ７．５３ GJ/千 m3 

その他の燃料 都市ガス ４５．０ GJ/千 m3 

産業用蒸気 １．１７ GJ/GJ 

産業用以外の蒸気 １．１９ GJ/GJ 

温水 １．１９ GJ/GJ 

冷水 １．１９ GJ/GJ 

電 気 ８．６４ GJ/千 kWh 

  



別表第５（第３条第４項関係） 

補助対象設備 補助要件 

省
エ
ネ
設
備 

過去に省エネ診断の実

績のある法人等のエネ

ルギー管理士等の有資

格者による省エネ診断

において助言、提案を受

けた省エネにつながる

設備 

１ 補助対象事業により次のいずれ

かの要件を満たすこと。 

ア 対象事業所全体の前年度エネ

ルギー使用量に比べて５％以上

の削減が見込まれること。 

イ 対象事業所全体で１００GJ 以

上のエネルギー使用量の削減が

見込まれること。 

２ 照明設備を更新する場合は、滋賀

県が運営管理する J-クレジット制

度に基づく二酸化炭素排出削減事

業「びわ湖カーボンクレジット倶楽

部（LED 照明）」に入会すること。 

次のいずれかに

該当するものを

除く。 

１ 生産設備お

よび事務用機

器 

２ 国または国

の関連団体の

補助金の交付

を受ける見込

みである設備 

太
陽
光
発
電
設
備
等 

太陽光発電＋蓄電池 

１ 発電出力５kW 以上であること。 

２ 自立運転機能を有していること

（既設太陽光発電設備において、パ

ワーコンディショナーに自立出力

機能がない場合に、自立出力付きの

パワーコンディショナーに更新し、

蓄電池を導入する場合も対象とす

る。）。 

３ 蓄電池を導入する場合は総蓄電

容量３kWh 以上かつ発電出力の同等

以下であること。 

４ ＰＰＡまたはファイナンスリー

スにより事業を実施する場合、需要

家とＰＰＡ事業者またはリース事

業者との契約で、補助金相当額がサ

ービス料金、リース料金の低減等に

より需要家に還元、控除されるもの

であること。 

補助金の交付

を受けた発電設

備で発電した電

力は自家消費す

ること。余剰電

力の売電は差し

支えないが、 

１事業所あたり

年間３，６００

kWh以上かつ、発

電量の５０％以

上の電力を自家

消費すること 

太陽光発電 

そ
の
他
再
エ
ネ
等
設
備 

そ
の
他
発
電
設
備 

風力発電 発電出力１kW 以上であること。 

小水力発電 
 発電出力１kW 以上１，０００kW 以

下であること。 

バイオマス発電 

１ バイオマス依存率６０％以上で

あること。 

２ バイオマスの調達見通しが長期

間あること。 

３ 副燃料として石油起源の燃料を



常時使用することを前提とするも

のでないこと。 

熱
利
用
設
備 

太陽熱利用 

１ 集熱器総面積５㎡以上であるこ

と。 

２ JIS A 4112 で規定する太陽集熱

器の性能と同等以上の性能を有す

る設備であること。 

 

バイオマス 

熱利用 

１ バイオマス依存率６０％以上で

あること。 

２ バイオマスの調達見通しが長期

間あること。 

３ 副燃料として石油起源の燃料を

常時使用することを前提とするも

のでないこと。 

４ 紙・パルプの製造工程で発生する

黒液を回収し熱利用に利用するも

のでないこと。 

５ 年間温熱生産量（GJ／年）が 

１００GJ 以上であること。 

地中熱利用 

１ 暖気・冷気、温水・冷水、不凍液

の流量を調節する機能を有する設

備であること。 

２ ヒートポンプを設置する場合は、

冷却能力または加熱能力が５kW 以

上であること。 

下水熱利用 

１ 下水道施設から熱交換機を用い

て下水熱を利用する設備であるこ

と。 

２ ヒートポンプを設置する場合は、

冷却能力または加熱能力が５kW 以

上であること。 

その他熱利用 
 個別の事業計画による判断とする。 



設
備
・
製
造
・
燃
料 

バイオマス 

燃料製造 

１ バイオマスの調達見通しが長期

間あること。 

２ 薪、木炭の製造設備ではないこ

と。 

３ 製造された燃料を他社に供給（販

売）する計画の場合は、その供給先

との共同申請であること。ただし、

製造された燃料の過半を自家消費

する場合は、単独申請で可とする。 

 

エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
設
備 

ガスコージェネレーシ

ョン 

 発電出力５kW 以上であること。 

 

燃料電池   

蓄電池単体 

１ 発電設備（太陽光発電を除く。）

と同時設置または既設発電設備に

接続する場合に限ること。 

２ 総蓄電容量は３kWh 以上かつ発電

設備の発電出力の同等以下である

こと。 

３ 発電設備で発電した電力の全部

または一部を蓄電池（車載用を含

む。）に充電するとともに、充電し

た電力をその施設で消費すること

が可能であること。 

次世代自動車＋Ｖ２Ｈ 

１ 次世代自動車は電気自動車、プラ

グインハイブリッド自動車または

燃料電池自動車であること。 

２ Ｖ２Ｈは次世代自動車からの電

力を分電盤を通じて施設用電力と

して利用できるシステムであるこ

と。 

Ｖ２Ｈ単体 

１ 太陽光発電設備を備えているま

たは新たに設置すること。 

２ 太陽光発電システムと常時接続

し、次世代自動車の蓄電池から電力

を取り出し、分電盤を通じて、事業

所の電力として使用するために必

要な機能を有するものであること。 

 

  



別表第６（第３条第４項関係） 

共通要件（次のいずれの条件を満たすこと） 

１ 当年度内に補助金の交付を受けることができる設備は、１事業所あたり補助対

象設備のいずれか１つとする。ただし、以下補助対象設備の組み合わせはこの限

りではない。 

(1) 省エネ設備 ／ 太陽光発電設備 

(2) 省エネ設備 ／ 太陽光発電設備＋蓄電池 

 (3) Ｖ２Ｈ単体 ／ 太陽光発電設備 

 (4) Ｖ２Ｈ単体 ／ 太陽光発電設備＋蓄電池 

２ 補助対象設備の発注（契約）先の事業者および施工を行う事業者は、県内に本

社または支店等の事業所を有する事業者であること。 

  ただし、以下の場合はこの限りではない。 

(1) ファイナンスリースまたはオンサイトＰＰＡにより設備を導入する場合 

(2) 県内に発注または施工できる事業者がない場合 

３ 過去に以下の補助金の交付を受けて導入した設備の更新は対象外とする。 

(1) 滋賀県民間事業者省エネ設備整備事業補助金 

(2) 滋賀県民間事業者省エネ設備整備モデル事業補助金 

(3) 滋賀県事業用再生可能エネルギー等導入促進事業補助金 

(4) 滋賀県事業用再生可能エネルギー・高度利用技術導入加速化事業補助金 

(5) 滋賀県民間事業者分散型エネルギーシステム導入加速化事業補助金 

(6) 滋賀県あんしんエネルギー施設支援事業補助金 

(7) 滋賀県分散型エネルギーシステム導入加速化事業補助金 

(8) 省エネ・再エネ等設備導入加速化事業補助金 

 

 

  



別表第７（第４条関係） 

 

 

  

対象設備 補助対象者 

省エネ設備 

 

次のいずれにも該当する者 

１ 草津市内に事業所等を有する中小企業者等 

２ 滋賀県補助金の交付を受けた者 

太陽光発電 

設備等 

 

滋賀県補助金の交付を受けた者かつ次のいずれかに該当する者 

１ 草津市内に事業所等を有する中小企業者等 

２ ファイナンスリースにより１に太陽光発電設備等を設置するリ

ース事業者 

３ オンサイトＰＰＡにより１に太陽光発電設備等を設置するＰＰ

Ａ事業者 

その他 

再エネ等設備 

次のいずれにも該当する者 

１ 草津市内に事業所等を有する中小企業者等 

２ 滋賀県補助金の交付を受けた者 



別表第８（第６条関係） 

提出書類 

滋賀県補助金の交付決定通知書の写し 

滋賀県補助金の額の確定通知書の写し 

支援プラザに提出した事業報告書の写し 

愛する協定書の写し 

振込先口座の通帳の写しまたは振込先口座のキャッシュカードの

写し（金融機関名、口座番号・名義がわかるもの） 

その他市長が必要と認めるもの 

 


